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平成３０年度特別交付税について（市町分） 

 
 
 
 
 

 

１ 本県市町に対する交付総額  
 

（単位：百万円、％） 

区分 Ｈ３０ ① Ｈ２９ ② 
増減額 ③ 
（①―②） 

増減率 
③／② 

長崎県市町村分 17,595 17,227 ＋367 ＋2.1 

 うち3月分 13,136 12,837 ＋300 ＋2.3 

全国市町村分 867,068 830,723 ＋36,345 ＋4.4 

全 国 総 額 1,030,509 979,728 ＋50,780 ＋5.2 

（注）端数処理の関係で、数値が合わない箇所がある。 

 
２ 本県市町分の概要  

  
本県市町分の特別交付税の総額は、175億95百万円で、前年度と比較して3億

67百万円の増（対前年度増減率＋2.1％）となりました。 
 
耐震改修事業や文化財災害復旧に対する措置額の減があったものの、地方

創生推進交付金や特定有人国境離島地域社会維持推進交付金に対する措置
額が増となったことにより、総額としては前年度より増加。 

 
  《交付額の大きい算定項目》 

① 地方バス     １，０５３百万円 
    ・地方バス路線の維持のため、民間のバス事業者に支出した補助経費等に

ついて算定 
 

② 病院         ８６６百万円 
    ・市町村立病院の運営経費について病床数等に応じて算定 
 
   ③ 地方創生推進交付金  ４９０百万円 
    ・交付金を活用して行なった事業の地方負担分に応じて算定 
 
 

本県市町分の特別交付税については、今回の3月交付分131億36百万円を含め、
総額で175億95百万円となり、前年度と比較して3億67百万円の増（対前年度増減
率＋2.1％）となりました。 



 
 
  ● 各市町別交付額 

 
別紙のとおり 

 
 
 
３ 現金交付日  平成３１年３月２５日（月）  
 
 
＜参 考＞ 
・ 特別交付税は、１２月と３月に交付されることとなっている。 
・ 交付額は、主として災害対策経費や病院に係る公営企業対策経費等の特別の財
政需要について、項目別に算定されている。 

 



平成３０年度 特別交付税交付額（年間総額）

(単位：千円、％）

（ア-イ） (ウ/イ)

ア イ ウ エ

長 崎 市 1,620,022 1,598,094 21,928 1.4

佐 世 保 市 1,929,151 1,835,281 93,870 5.1

島 原 市 788,043 785,881 2,162 0.3

諫 早 市 1,358,695 1,351,677 7,018 0.5

大 村 市 531,945 526,979 4,966 0.9

平 戸 市 1,544,760 1,532,370 12,390 0.8

松 浦 市 1,105,385 1,113,256 △ 7,871 △ 0.7

対 馬 市 1,220,548 1,169,328 51,220 4.4

壱 岐 市 928,494 913,272 15,222 1.7

五 島 市 2,123,669 2,148,883 △ 25,214 △ 1.2

西 海 市 687,471 681,989 5,482 0.8

雲 仙 市 764,540 768,330 △ 3,790 △ 0.5

南 島 原 市 928,453 915,854 12,599 1.4

長 与 町 65,697 61,092 4,605 7.5

時 津 町 65,360 61,912 3,448 5.6

東 彼 杵 町 136,307 127,132 9,175 7.2

川 棚 町 72,465 67,662 4,803 7.1

波 佐 見 町 117,431 109,822 7,609 6.9

小 値 賀 町 225,573 200,015 25,558 12.8

佐 々 町 83,565 78,840 4,725 6.0

新 上 五 島 町 1,297,220 1,179,750 117,470 10.0

市 計 15,531,176 15,341,194 189,982 1.2

町 計 2,063,618 1,886,225 177,393 9.4

市 町 計 17,594,794 17,227,419 367,375 2.1

市　町　名

平成３０年度 平成２９年度 対前年度増減額 対前年度伸び率


